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研究成果の概要（和文）：本研究では，慢性疼痛を発生していない高齢者に対する身体活動促進プログラムの長
期的な効果をランダム化比較試験で検証した．対象は65歳以上の運動器疼痛を発生していない地域在住高齢者79
名であり，運動教室への参加に加え，身体活動量の向上を図る介入群40名と運動教室のみに参加する対照群39名
の2群間で比較した．両群ともに6ヵ月間週1回の運動教室に参加し，介入群に対しては日々の歩数を日記に記録
するセルフマネジメントを行う身体活動促進プログラムを提供した．その結果，高齢者に対する身体活動促進プ
ログラムは介入期間中の運動器疼痛の新規発生を予防するが，その予防効果の持続には限界があることが明らか
となった．

研究成果の概要（英文）：This study was to examine whether compared with a program without increased 
physical activity, an intervention program with increased physical activity can prevent the 
development of chronic musculoskeletal pain in community-dwelling older adults. Seventy-nine older 
adults without musculoskeletal pain were randomized into two groups: an intervention group (n=40) 
that engaged in increased physical activity and an exercise class and a control group (n=39) that 
participated only in the exercise class. The exercise class consisted of weekly 60-min sessions over
 24 weeks. The program to increased physical activity required the participants to record their 
daily step counts using pedometers. As a result, the intervention program with increased physical 
activity prevented the development of chronic musculoskeletal pain during the intervention period, 
but no long-term preventive effects of this program observed.

研究分野： リハビリテーション科学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
高齢者における慢性疼痛の予防戦略を開発し，その長期的な効果を明らかにした先行研究は国内外において皆無
であり，この点を明らかにした本研究の学術的意義は高いといえる．また，本研究より介入による身体活動量の
変化と運動器疼痛の新規発生には密接な関連があることが示唆され，この点は高齢期における慢性疼痛の一次予
防対策に寄与する重要な知見と思われる．さらに，本研究で開発した介入プログラムは誰でも簡便に実行可能で
あることから地域フィールドにおける波及効果も高く，社会的意義も大きいと考えている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 超高齢社会を迎えたわが国では，高齢者が要介護状態に陥ることなく生活できる期間，すなわ
ち健康寿命を延伸することが喫緊の課題となっている．その理由は，現状においては健康寿命が
平均寿命より男女とも約 10 年短く，しかも，要介護状態に陥る高齢者は増加の一途をたどって
いるからである[1]．そして，高齢者が要介護状態に陥る原因の一つに慢性疼痛があげられてお
り，これは日常生活活動能力の低下のみならず医療費や介護保険料の高騰など社会経済的にも
多大な損失を与えることが示されている[2]．自験例の結果においても，高齢者の慢性疼痛は運
動機能や身体活動量の低下に加え，転倒に対する自己効力感の低下といった心理状況の障害に
も影響をおよぼすことが明らかとなっている[3]．したがって，高齢者の慢性疼痛の発生を予防
する介入戦略を確立することは極めて重要といえるが，このような介入戦略は開発されていな
いのが現状である． 
 動物実験による基礎研究の結果では，身体活動性の促進が慢性疼痛の発生予防に有効である
ことが報告されており[4]，この知見は高齢者に対する介入戦略としても応用できる可能性が高
い．実際，高齢者の慢性疼痛と身体活動量との関連性について調査したメタアナリシスの結果を
みると，慢性疼痛を発生していない高齢者では，慢性疼痛を抱えた高齢者と比べ身体活動量が有
意に高いことが示されており[5]，身体活動性の促進が慢性疼痛の発生予防に有効である可能性
が示唆されている．つまり，高齢者に対する身体活動促進プログラムは慢性疼痛の発生予防に効
果的であり，この効果を立証できれば，わが国の重要課題である健康寿命の延伸対策にも貢献で
きると考えられる． 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，慢性疼痛を発生していない地域在住高齢者に対する身体活動促進プログラ
ムの長期的な効果をランダム化比較試験で検証し，慢性疼痛の予防戦略を開発することである． 
 
３．研究の方法 
 対象は運動器疼痛を発生していない 65 歳以上の地域在住高齢者とし，新聞折り込み広告によ
りリクルートされた．そして，選定基準を満たした対象者を運動教室への参加に加えて，身体活
動性の促進を図る介入群と，運動教室のみに参加する対照群の 2群にランダムに割り付けた． 
 介入期間は 6 ヵ月間で，両群に対する運動教室では筋力トレーニングやバランストレーニン
グから構成された 60 分間の運動プログラムを週 1回実施した．介入群に対する身体活動促進プ
ログラムは，歩数計を配布し日々の歩数を日記に記録するセルフマネジメントを行う内容から
構成し，歩数に関しては介入後 1 ヵ月毎にベースライン時の平均歩数より 10％ずつ増加するこ
とを目標とした指導を行った．なお，介入終了時（介入 6ヵ月後）から追跡調査時（介入終了時
から 1 年後）までは普段通りの生活を行うよう指導を行った．評価項目は主要アウトカムとして
運動器疼痛の新規発生の有無を聴取し，副次アウトカムとして運動機能（5 回椅子起立時間，
Timed Up and Go，6 分間歩行距離）と身体活動量（1軸加速度計を 1週間装着し算出した平均歩
数，1-3Mets 平均活動時間，4-6Mets 平均活動時間，7-9Mets 平均活動時間）を測定した．そし
て，これらの評価項目を介入前（ベースライン時），介入終了時（介入 6ヵ月後），追跡調査時（介
入終了時から 1年後）で比較し，身体活動促進プログラムの長期的な効果について検証した． 
 
４．研究成果 
（１）研究の流れとベースライン時における各評価項目の比較 
 研究の流れを図 1に示す．研究への
参加を希望した地域在住高齢者は 140
名であり，その内，選定基準を満たし
た 79 名を対象とした．ランダムに割
り付けられた対象者は介入群 40 名，
対照群 39 名であり，ベースライン時
の評価項目全てにおいて2群間に有意
差を認めなかった．運動教室への参加
率は介入群 65.2％と対照群 67.2％，
追跡調査を完遂できなかった者はそ
れぞれ 7名と 5名であり，参加率と脱
落率に有意差を認めなかった． 
 
 
（２）介入効果 
主要アウトカムである運動器疼痛の新規発生率については，介入終了時におけるその新規発

生者は介入群 3名（9.1％），対照群 10 名（29.4%）であり，介入群が対照群に比べ有意に低値を

図 1．研究の流れ 



示した．一方，追跡調査時における運動器疼痛の新規発生者は介入群 5 名（15.2％），対照群 9
名（26.5％）であり，2群間に有意差を認めなかった． 
副次アウトカムである運動機能については，全てにおいて両群ともに介入前に比べ有意に改

善しており，追跡調査時においてもその改善を維持できていた．一方，身体活動量に関しては，
介入終了時では介入群が対照群に比べ有意に高値を示し，介入群は介入前より有意に改善した
が，追跡調査時では 2群間に有意差を認めず，介入群は介入終了時より有意に低下した（図 2）． 
以上より，慢性疼痛を発生していない地域在住高齢者に対する身体活動促進プログラムは，介

入期間中の運動器疼痛の新規発生を予防するが，その予防効果の持続には限界があることが明
らかとなった．本研究より，介入による身体活動量の変化と運動器疼痛の新規発生には密接な関
連があることが示唆され，この点は高齢期における運動器疼痛の一次予防対策に寄与する重要
な知見と思われる． 
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